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蓄電池システム構成イメージ（出典：村田製作所HPより）

メガワット級蓄電池システム例
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◆再エネ研究会 「エネルギーネットワーク分
科会（登録数：581）」

・県内企業による蓄電池を含むエネルギー
ネットワーク関連産業への新規参入・販路
拡大を目的とし2012年に創立

・エネマネ（蓄電池含）をテーマとした専門
家によるセミナーや先進地視察などを開催

・会員企業による事業化ワーキンググループ
活動

技
術
開
発

◆県内事業者に対する各種研究開発支援
・14件（2017～2025年度）

◆被災地企業等再生可能エネルギー技術
シーズ開発・事業化支援事業[FREA事業]

・１件（2013～2025年度）

県内産業育成に向けたこれまでの主な施策蓄電池産業の市場動向

１）福島県における蓄電池関連産業分野の現状及び国内市場動向

出典：一般社団法人 日本電機工業会 蓄電システム業務専門委員会 資料（2025.12）

蓄電池の市場は着実に進展（2024年度累計で98万台）

○蓄電池は再エネの主力電源として、電力の需給調整に不可欠であるとともに、災害レジリエンスへのインフラ対応などで
重要性が増しており、2030年に国内で150GWh/年の製造能力確保を目指している。又、GX基本方針として蓄電池
及び材料の製造工場投資約4兆円、研究開発（次世代蓄電池・材料・リサイクル技術）約3兆円と、今後10年間で
約７兆円の投資を行うなど今後の市場拡大が期待される。

○福島県には蓄電池メーカーの生産拠点が立地するとともに、蓄電池の開発を中心とした研究拠点や企業誘致、蓄電所の建
設などが進められている。

－日本市場ー
定置用蓄電池の
導入状況・市場規模 日本電機工業会自主統計
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株式会社エコロミ（富岡町）
■系統待機型オフグリッド蓄電システム技術開発

福島サンケン株式会社（二本松市）ほか

■フライホイールによる長寿命系統安定

化システムの実証

凡例：（H29～R7年度の支援実績）
■再生可能エネルギー関連技術実証事業（R3～：再生可能エネルギー事業化実証研究支援事業）

■海外連携型再生可能エネルギー関連研究開発支援事業 ■産総研連携再生可能エネルギー等研究開発補助事業
■被災地企業等再生可能エネルギー技術シーズ開発・事業化支援事業 ■地域復興実用化開発等促進事業

株式会社会津ラボ（会津若松市）ほか
■分散電源制御技術と統合エネルギーマネジメント

システムの適合性評価

株式会社クレハ（いわき市）
■新規な炭素材料の開発とその製造及び評価技術

■新規なフッ素樹脂の開発とその製造技術

日本工営株式会社（須賀川市）

■フライホイール蓄電システムの製品化に向けた実証研究

佐藤工業株式会社（福島市）ほか

■建設現場における再エネ活用と移設容易な創蓄

システムの実証研究

日産自動車株式会社（いわき市）

■商業施設RE100化実現のための
EVエネルギーマネジメント技術開発

株式会社ﾀｼﾞﾏﾓｰﾀｰｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ（いわき市）
■使用済みリチウムイオン電池を活用したバイパス

システムの実用化開発

○福島県内事業者に対し、実証研究・実用化開発・海外連携など各種の事業化補助事業を推進している

株式会社マグネイチャー（南相馬市）

■環境負荷軽減に寄与するハルバッハモータの

EV搭載実証

LEシステム株式会社（浪江町）

■レドックスフロー電池システム実証試験機

製作ハード設計、制御ソフト開発

２）県補助事業等を活用した蓄電池関連技術開発事例
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凡例： ☑…県内企業の保有する技術により参入が期待されるものおよび適用法規

３）蓄電池関連産業への参入が期待される分野

○蓄電池システムを構成する主要機器とその部品の他、O&M用品・役務等の分野へ参入機会の可能性がある

主要機器 部材・部品 保守用品・役務 法規・資格等

☑単電池
☑電池モジュール

□正極材、負極材
□活物質
□セパレータ
□電解液
☑機構部品、電気部品

☑下記「運用保守」
☑下記「設置工事」

運用・保守

部品供給
☑BMU（制御機器） ☑機構部品、電気部品

☑ソフトウェア

設置工事

☑電池評価設備 ☑機構部品、電気部品
☑ソフトウェア

☑システム設計
☑施工

☑輸送
☑現地組立
☑電気工事

運用保守
☑O&M
☑リサイクル
☑リユース

☑交換用機器
☑Li,Ni,Co等
☑使用済み車載電池

☑遠隔監視
☑オペレーション
☑日常・定期点検
☑トラブルシューティング
☑回収・処理
☑健全性評価

☑下記「運用保守」
☑下記「設置工事」

☑カスタマイズ
☑下記「運用保守」

☑系統連系 ☑電気主任技術者
☑電気工事士

☑電気主任技術者
☑電気工事士
☑産業廃棄物広域認定

☑危険物取扱者
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４）蓄電池システムの構成イメージ

○蓄電池はカーボンニュートラル実現のカギであり、再エネの主力電源化のためにも、電力の需給調整に活用する蓄電池の
配置が不可欠であると共に、重要施設のバックアップや社会全体のレジリエンス強化など国民生活・経済活動が依拠する
重要物資である。

出典：資源エネルギー庁HP
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アプローチ項目 具体的取組の方向性

①
蓄電池関連産業
の集積・競争力
強化

新規参入企業
の発掘、人材育
成支援

・福島県は、今後、蓄電池の開発を中心とした研究拠点や企業誘致、蓄電所の
建設などが進むとされる中、県外から蓄電池メーカーや部材メーカー、関連サービ
ス事業者（性能評価、O&M、廃棄・リサイクル事業含む）等の企業・工場誘致
を進め、県内への蓄電池関連産業の集積に取り組む。
特に、モビリティ等の電動化が進む中で、車載用電池の再利用等リユース・リサイ
クルの取組及び県内での産業化を支援する。

・次世代電力マネジメントシステムへの利活用が増えることに伴う蓄電池関連市場
の成長に対して、福島県内の蓄電池関連企業が事業継続・拡大に取り組めるよ
うに、福島県は技術者等の人材育成に関係機関と連携して取り組む。

販路拡大支援
・毎年、県主催で開催している展示会である「REIFふくしま」において、蓄電池関連
製品やサービスを紹介し、販路拡大機会の創出支援を行う。

②
蓄電池関連技術の研究開発の
推進、実用化・事業化支援

・福島県は、ハイテクプラザ、大学等を核とした蓄電池関連技術の研究開発を支
援するとともに、企業ニーズを踏まえた蓄電池関連技術の実用化、事業化を支援
する。

③
カーボンニュートラル実現に向けた
取組の推進（他の再エネ分野との
カップリングによる先進モデル創出）

・福島県はエネルギー・エージェンシーふくしまとともに、県内工場・事業所のカーボン
ニュートラル化に向けて、他の再エネ分野とのカップリングを通じて、県内企業の参
画を支援しながら、先進モデル創出を目指す。

５）2030年に向けた蓄電池関連産業分野 取組の方向性

○福島県内事業者に対し、新規参入企業発掘・人材育成、研究開発・事業化支援、CN実現への支援を行う
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